
�愛媛県告示第１０１２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町鬼原字橋河原乙１２の３、乙１２の４、乙１２の６、乙

１２の７

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

土地改良事業用地とするため
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�愛媛県告示第１０１３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年９月１０日から２３日まで

�������
�愛媛県告示第１０１４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２５年９月１０日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 中里 佳明

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社磯浦工場

新居浜市磯浦町１７番３号

３ 特定施設に関する事項

� ４９．第３工場フィルタープレス�９
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特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積５２．８平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

毎週（火・金）曜日発行 第２５０３号 平成２５年９月１０日

平成２５年９月１０日火曜日 第２５０３号
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工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約４か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０未満

最大 １０未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８，０００

最大 ８，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４３

最大 ４９

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

� ５０．第５工場フィルタープレス�３

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積２７．５平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約４か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．８

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 ５

備考 汚水等は、�１汚水処理施設にて処理する。

� ５１．第５工場フィルタープレス�４

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積２７．５平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約４か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０～１２

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．８

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４

最大 ５

備考 汚水等は、�１汚水処理施設にて処理する。

� ５２．第６工場フィルタープレス�４

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積５２．８平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約４か月

愛 媛 県 報平成２５年９月１０日 第２５０３号

６７７



使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ２．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１０

最大 １３７

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

� ５３．第６工場フィルタープレス�５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積５２．８平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後約４か月

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 なし

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ２．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１０

最大 １３７

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１汚水処理施設

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 中和及び凝集

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ４２メートル 横 ５０メートル
高さ ８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和及び凝集

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～１２

最大 １～１２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．２

最大 ６．４

通常 ５．２

最大 ６．４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６．６

最大 ２０．２

通常 １６．６

最大 ２０．２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２５

最大 １．０

通常 ０．２５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，３７３

最大 ２，８９０

通常 ２，３７３

最大 ２，８９０

� アンモニア回収施設

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

愛 媛 県 報平成２５年９月１０日 第２５０３号
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�愛媛県告示第１０１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年９月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整及び蒸留

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及びポリエチレン製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ２５メートル 横 ５７メートル
高さ １９メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，４００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ｐＨ調整及び蒸留

処理施設の使用時間間隔 連続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 なし

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．１

通常 １．０

最大 １．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 ２３

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

通常 １２．９

最大 １５．５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４５

最大 ２．０

通常 ０．４５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，０４４

最大 １，２５７

通常 １，０４４

最大 １，２５７

備考 汚水等は、�１汚水処理施設にて処理する。

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．７

最大 ４．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．４

最大 １２．８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２１

最大 １．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，９８４

最大 ４，８１８

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番８５ 平成２５年９月１０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第２４号

平成２５年８月３０日
伊予郡松前町大字鶴吉字宮之前４０番１

喜多郡内子町内子２１４９番地

伊 藤 隆 博
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�愛媛県告示第１０１７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２５年９月１０日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２５年９月２日

３ 指定道路の位置

大洲市若宮字ヲモテヤシキ８３６番、８３７番１、８３８番２、８３８番３、

８３９番８及び８３７番１地先里道

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ７．４５メートル ２３．００メートル ６７．１７メートル

� 幅員 ４．８８メートル ４．９０メートル ５．００メートル

�愛媛県告示第１０１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市平野町野田４４９番６から

同町野田４５１番７まで

旧 １４．９～３２．０ ０．０２３

新 ２０．６～２７．７ ０．０２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市平野町野田４４８番６から

同町野田４５８番５まで
平成２５年９月１０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１４８５番３から

同町臼杵１４１１番１１まで
平成２５年９月１０日

公 告
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�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年９月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公表第１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２５年９月１０日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年８月２０日 ＮＰＯ法人フードバンクえひめ 佐 伯 美智子 松山市御幸１丁目３１８番地５ この法人は、全ての人が明るく、安全で、環境
に配慮した社会で生活できることを目的として、
食料など製造物の廃棄ロスを減少させ、また、
それを有効に活用する事業であるフードバンク
の運営を行う。また、より効果的な活動が継続
的に行えるよう、他の団体と連携、相互協力し、
情報の収集・共有・発信を行い、地域の再生、
活性化を図る。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年８月２９日 特定非営利活動法人ハウスプロ
テクト 舟 田 又志郎 松山市土居田町５４４番地 この法人は、建築１１０番を立ち上げ、新築・リ

フォーム、耐震診断、欠陥住宅など様々な住ま
いに関する相談を行うだけでなく、第三者とし
ての総合監査機関として建築物のチェックや正
しい情報を提供します。また、地球環境に配慮
した住まい作りとして太陽光発電等を促進し、
環境の保全と未来の子供達への橋渡しをし、もっ
て広く国民の公益に寄与することを目的とする。

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

保 健 福 祉 課 平成２４年８月１０日

（監査の結果）

１ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ ４８，４８３，８８０ ４８，４８３，８８０

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ０ ４８，９８３，０００ ４８，９８３，０００

差引増減 ０ △４９９，１２０ △４９９，１２０

２ 収入未済の低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１１年度及び１２年度 １者 ８３，０００ 平成２４年５月
３１日現在

３ 収入未済の医療技術大学授業料について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度 １者 １８９，６００ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

１ 未収入金の収入確保については、市町に対し、借受人や連帯保証人

へ連絡を行い、生活状態などの確認や償還督励を実施し、また、行方

不明者についても追跡調査を行うよう要請している。

その結果、平成２３年度末の収入未済額４８，４８３，８８０円のうち、平成２４

年度中に２３３，３８０円を回収し、前年度より債務者数で３名減の５５５名、

収入未済額で４８，２５０，５００円となっている。

今後とも借受人等の生活状況に応じた適切な償還指導により、債権

の整理に努めたい。

２ 低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金は、受給者が給付規則に反し

て他の修学資金を受給していたため、支給決定時に遡って取り消した

ことにより発生したものであり、平成２３年度末までに、２０５，０００円を

返納し、未収入金は８３，０００円となっている。

平成２４年度も引き続き地方局を通じ、返納の指導を行った結果、６０，０００

円の納付があったものの、低所得者であることから返納は滞っており、

平成２４年度末現在の未収入金は２３，０００円となっている。

今後も完納に向けて継続的に指導を行ってまいりたい。

３ 本債権は、地方独立行政法人化に伴い県の債権として残ったもので

ある。これについては、公立大学法人愛媛県立医療技術大学が県機関

であった時（平成１５年度）に発生したものであることに鑑み、法人の

協力を得て債務者の所在調査や催告等を行い、債権回収に努めていた

が、平成２４年６月１０日に消滅時効が完成したため、不納欠損処理を行っ

た。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２４年８月１０日

（監査の結果）

１ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １２５，１６０ ２，３１７，６７０ ２，４４２，８３０

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １２５，１６０ ４，１０８，９６０ ４，２３４，１２０

差引増減 ０ △１，７９１，２９０ △１，７９１，２９０
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２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １８，８８５，４２７ １９５，３２３，８０９ ２１４，２０９，２３６

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ２０，９８８，５８１ １７９，０６５，１０２ ２００，０５３，６８３

差引増減 △２，１０３，１５４ １６，２５８，７０７ １４，１５５，５５３

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ８９５，８５４ １９，７８０，４２１ ２０，６７６，２７５

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １，１７５，４００ １９，１１６，３１０ ２０，２９１，７１０

差引増減 △２７９，５４６ ６６４，１１１ ３８４，５６５

（措置の内容）

１ 児童扶養手当返還金については、督促状及び催告書の送付など納入

指導に努め、一括納付が困難な債務者に対しては履行延期の特約を行

い、分割納付の推進により順次回収を行った結果、平成２３年度収入未

済額２，４４２，８３０円のうち、１２０，０００円を回収した。また、消滅時効の完

成により８３，４４０円を不納欠損処理した。

しかし、平成２４年度において返還金３３３，０８０円が新たに発生し、こ

の新たな債務者に対しても債務の通知を行うなど納入指導に努めたが、

平成２５年５月末時点で未納となっている。

この結果、平成２４年度の収入未済額は２，５７２，４７０円となっており、

引き続き市町を通じた納入指導や電話による督促などに努めることと

している。

返還金は、主に受給者の受給資格に関する届出遅延により発生して

いることから、市町に対して受給者に対する現況届や資格喪失届の提

出指導、関係部門との連携及び関係公簿等の確認について周知徹底を

図り、発生の未然防止に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における貸付金償還金については、資金

の貸付申請時において母子自立支援員による制度の十分な説明と適正

な償還計画の指導を行うとともに、償還開始直前には、必要に応じて

借受者に償還が始まる旨を連絡するなど、適期収入に努めた。

滞納となった者については、資金の貸付の段階から本人への相談・

指導にあたっている県下の母子自立支援員全員の協力を得ながら、督

促状の送付、滞納状況に関する通知及び本人又は保証人への電話・訪

問を行うなど、償還指導に努めた。

さらに、平成２４年度末には、償還期間が終了しているにもかかわら

ず、いまだ償還金を滞納している本庁所管分の３７２件（未納額１００，９８０，４５１

円）について、一斉に催告書を発出し、収入未済額の減少に努めた。

これらの結果、前年度からの滞納繰越分２３４，８８５，５１１円のうち、４，３８８，４９０

円が平成２４年度内に納入されたが、平成２４年度償還分１８，０２１，００４円が

未収となったことから、平成２４年度の収入未済額は２４８，５１８，０２５円と

なっており、引き続き収入確保と滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

労 政 雇 用 課 平成２４年８月２３日

（監査の結果）

収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１２年度～１８年度 ２者 １１３，１００ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

未償還の２名及び連帯保証人に対して、文書、電話による催告と家

庭訪問を行った結果、債務者１名については、未償還額６０，９００円全額

が償還となった。

もう１名の債務者については、未償還金５２，２００円のうち、８，７００円

が納入されたが、その後は納入されていない。今後とも、催告を継続

するほか、分割納入の指導を行うなど、早期完納に向け努力してまい

りたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

林 業 政 策 課 平成２４年８月２３日

（監査の結果）

１ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ９，３８４，０００ ３７，７２３，２９７ ４７，１０７，２９７

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １０，４１３，０００ ２９，６２２，１０１ ４０，０３５，１０１

差引増減 △１，０２９，０００ ８，１０１，１９６ ７，０７２，１９６

２ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
４者 １，５８３，７４８ 平成２４年５月

３１日現在

（措置の内容）

１ 林業改善資金貸付金償還金については、近年、林業・木材産業を取

り巻く経営環境が厳しさを増す中、法人の解散による事業の廃止等に

より平成２３年度末で８件４７，１０７，２９７円（件数は債務者数）の未収金が

生じており、債務者の資力等に応じた償還の指導に努めた結果、平成

２４年度中に３，２６７，３５０円が償還され、平成２５年５月末現在の滞納繰越

に係る未収金額は４３，８３９，９４７円となったが、平成２４年度に新たに４件

１３，０７１，０００円の未収金が発生したことから、平成２５年５月末現在の未

収金総額は、５６，９１０，９４７円となっている。

今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に努めたい。

２ 法人の解散による事業の廃止等により生じた貸付金償還金に係る違

約金については、平成２３年度末で４件１，５８３，７４８円（件数は実債務者

数）の未収金が生じており、いずれも返済資力がなく回収が困難な状

況であるが、債務者の資力等を考慮し、分割による納入や貸付金償還

金完済後の納入を指導しているところである。

今後とも、違約金に係る適正な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

森 林 整 備 課 平成２４年８月２３日

（監査の結果）

県有林経営事業特別会計について、平成２３年度末の歳入不足額は２２

億５，４６５万円と前年度より３，３９４万円増加しており、さらに、平成２３

年度の木材価格は経営改善計画策定当時（平成１１年度）の６割程度

まで下落していることから、今後の健全な経営に向けてより一層の

努力が望まれる。

（措置の内容）

県営林の経営については、平成１２年２月に策定した県営林経営改善

計画「県営林経営の新たな改善方向（Ｈ１２～７６）」に基づき早期財

政健全化などに取り組んでいる。
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平成２４年度においても、従来から行っている国庫補助事業の導入に

よる育林経費の負担軽減に加え、企業の森づくり活動などを活用し、

育林経費（特別会計）の支出を伴わない県営林の整備に努めており、

今後も可能な限りの収支改善を行い、健全な経営に向けて鋭意努力

をしてまいりたい。

また、経営改善計画策定当時（平成１１年度）の６割程度まで下落し

た木材価格など、県営林経営を取り巻く環境が大きく変化している

ことを受け、今年度から２カ年の予定で計画見直しの検討を行って

いるところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

漁 政 課 平成２４年８月１７日

（監査の結果）
１ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金
について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努
められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，０００，０００ １，４００，０００ ２，４００，０００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ０ １，４２０，０００ １，４２０，０００

差引増減 １，０００，０００ △２０，０００ ９８０，０００

２ 沿岸漁業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ９６９，５１７ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

１ 沿岸漁業改善資金貸付金償還金については、厳しい漁業経営などを

強いられる中、平成２３年度末で２名分２，４００，０００円の６か月を超える

長期延滞が生じており、定期的に本人に面談し、分割による償還を指

導している。その結果、うち１名から、平成２４年１０月に１０，０００円の納

入があった。今後とも、適正な償還指導を行い、未収金の早期収入に

努めたい。

２ 違約金については、平成２３年度末で１名分９６９，５１７円の６か月を超

える長期延滞が生じており、定期的に本人に面談し、違約金の早期納

入を指導している。今後とも、適正な納入指導を行い、未収金の早期

収入に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２４年８月２９日

（監査の結果）
奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限
内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３８，１１６，０００ ４３，５５６，４００ ８１，６７２，４００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ３０，８８２，０００ ２７，４５１，４００ ５８，３３３，４００

差引増減 ７，２３４，０００ １６，１０５，０００ ２３，３３９，０００

（措置の内容）

奨学資金貸付金の償還については、奨学生の新規採用時及び貸与終

了時に、学校長を通じ奨学金制度の趣旨や社会人になってからの奨

学金返還義務などを指導するとともに、卒業後も、新たに返還を開

始する者全員に対し、納入通知書発行に先立ち、文書により納入期

限の厳守を指導している。

また、督促・返還指導などを業務とする「奨学生指導員」（非常勤

嘱託２名）と係員が連携し、未納者本人や連帯保証人などに対する

訪問や電話による返還指導の強化により、収入未済額の縮減に努め

ている。

結果、滞納繰越分は、平成２３年度末現在の未収額８１，６７２，４００円につ

いて、平成２４年度に１５，８１２，０００円を収納し、平成２５年３月末現在で

は６５，８６０，４００円となったが、平成１７年度に旧育英会の高校奨学金事

業が県に移管されたことから、この移管分の返還開始に伴う返還者

の増大などにより、平成２４年度新たに６２７件４６，３９４，０００円の未収金が

発生したため、平成２４年度末現在の収入未済額は１１２，２５４，４００円となっ

た。

なお、平成２５年７月より奨学生指導員を１名増員し、３名体制とす

ることで指導の強化を図ることとしたところである。

今後は、更にきめ細かな返還指導を徹底し、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２４年９月３日

（監査の結果）

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５，１１５，０００ １３，０３９，７６３ １８，１５４，７６３

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ５，８９４，０００ １７，１６５，７６３ ２３，０５９，７６３

差引増減 △７７９，０００ △４，１２６，０００ △４，９０５，０００

２ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１７年度及び
１９年度 ２者 ９１９，０００ 平成２４年５月

３１日現在

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，３２９，３００ ２，１６２，０００ ３，４９１，３００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １，３０２，６００ １，２４８，３００ ２，５５０，９００

差引増減 ２６，７００ ９１３，７００ ９４０，４００

（措置の内容）

１ 放置違反金については、滞納者宅訪問による催促、電話による催促、

催告状による催促のほか、預金口座・生命保険差押えなどを積極的に

実施し、平成２３年度未収金１８，１５４，７６３円（１，１９１件）が、平成２４年度

末現在で、１０，２３７，７６３円（６７３件）となり、７，９１７，０００円（５１８件）減

少した。現年度分の収入未済額を含めても、１３，１７４，７６３円（８６８件）

となり、４，９８０，０００円（３２３件）減少している。

今後も滞納者宅への訪問催促、所在不明者の追跡調査を行い、滞納

処分や任意納付のための催告などを積極的に実施し、収入未済額の減

少に努めたい。

２ 損害弁償金の未収金のうち、平成１７年度分については、督促状によ

り催告していたものの、納入がないまま所在不明となっていた債務者

を、所在確認できたため、納入通知書の再発行、損害金請求書の送付

をして納入を求めた結果、平成２３年に一部納入があった。現在は、服

役中であり、刑務所に納入通知書及び損害金請求書を送付して早期の

納入を求めているところである。今後とも、所在確認及び財産調査な

どあらゆる努力をし、早期の回収に努めたい。
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平成１９年度調定分については、債務者と面談して納入意思を確認し、

平成２４年度に１１０，０００円が納入された。常に連絡は取れる状況であり、

今後とも、面談等を行いながら、早期の回収に努めたい。

３ 放置違反金にかかる延滞金については、滞納者宅訪問による催促、

電話による催促、催告状による催促のほか、預金口座・生命保険差押

えなどを積極的に実施し、平成２３年度末未収金３，４９１，３００円（８８３件）

が、平成２４年度末現在で２，０４５，０００円（４６８件）となり、１，４４６，３００円

（４１５件）減少した。現年度分の収入未済額を含めても、２，６４５，９００円

（６０４件）となり、８４５，４００円（２７９件）減少している。

今後も滞納者宅への訪問催促、所在不明者の追跡調査を行い、滞納

処分や任意納付のための催告などを積極的に実施し、収入未済額の減

少に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２４年７月２４日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ４６８，４５５，７１２ ９９３，８９３，８６１ １，４６２，３４９，５７３

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ５７４，８７９，８０４ ８０８，５４７，７２８ １，３８３，４２７，５３２

差引増減 △１０６，４２４，０９２ １８５，３４６，１３３ ７８，９２２，０４１

（措置の内容）

滞納となったものについては、愛媛県徴収確保対策本部において、

滞納整理方針及び数値目標を策定して計画的な滞納整理に努めるとと

もに、滞納整理強化月間の設定、差押えの早期着手と換価処分の促進

などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２４年度に繰り越した未

収入金１，４６２，３４９，５７３円が、平成２５年３月３１日現在で、８６４，４１３，００９円

に減少した。

平成２４年度現年課税分については、「自動車税納期内納付キャンペ

ーン」（街頭啓発活動等）や、口座振替の推進、納税貯蓄組合の指導、

広報による啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたが、平成２５

年５月３１日時点の未収入金は３３５，７０１，８３７円となった。

今後とも、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期

限内の収入確保とともに、滞納繰越分の整理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月２３日

（監査の結果）
１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮
減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６４，４８５ ２３６，０２０ ３００，５０５

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ３６，０００ ２００，０２０ ２３６，０２０

差引増減 ２８，４８５ ３６，０００ ６４，４８５

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６，７６３，５４６ １３，７２８，０７４ ２０，４９１，６２０

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ６，１６７，３６１ ９，６７０，２０９ １５，８３７，５７０

差引増減 ５９６，１８５ ４，０５７，８６５ ４，６５４，０５０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３２３，６４４ ８４８，７６８ １，１７２，４１２

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ２４６，８９６ ６５４，１７３ ９０１，０６９

差引増減 ７６，７４８ １９４，５９５ ２７１，３４３

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金については、生活保護費返還金納付計画に基づく

適期収入が図られるよう、滞納者に対し、督促状・催告書の送付や臨

戸訪問による納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分３００，５０５円のうち１０，０００円の納

付があったが、平成２４年度償還分の２４，０００円が未収となったため、平

成２４年度末の収入未済額は、３１４，５０５円となった。

滞納者は生活保護受給者や低額の年金受給者であるため、計画どお

りの返還が困難であるが、今後も粘り強く返還指導を行い、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計の貸付金償還金については、貸付申請時

に母子自立支援員が制度を十分説明し、適正な償還計画を作成するよ

う指導するとともに、償還開始直前には、借受者に償還が始まること

を連絡するなど、適期収入に努めた。

また、償還が滞った者には、督促状の送付、滞納状況に関する通知

及び借主（連帯借主）への電話、臨戸訪問による償還指導を行うとと

もに、連帯保証人に対しても借主に対する返済の働き掛けや連帯保証

人自身からの償還を依頼するなど、納入指導に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越分２１，６６４，０３２円のうち、２，８６３，８２３

円が納入された。

しかしながら、償還者の就職難や疾病などによる経済状況の悪化に

より償還が困難となるものが多く、平成２４年度償還分９，８１５，２６０円が

未収となったため、平成２４年度末の収入未済額は２８，６１５，４６９円となっ

たことから、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導を粘

り強く行い、納期限内の収入確保と滞納繰越額の縮減に努めてまいり

たい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２４年７月２４日

（監査の結果）
１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、
より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５，９８０，５００ ５，５１９，９００ １１，５００，４００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ２，３０６，２００ ４，７３３，７００ ７，０３９，９００

差引増減 ３，６７４，３００ ７８６，２００ ４，４６０，５００

２ 県営住宅について、入居者に対する家賃の過大徴収や敷金の返還漏

れがあったほか、修繕で未払いのものがあったので、適正な事務執

行に万全を期するとともに、再発防止策を確実に実施されたい。

３ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 １１５，６８８ 平成２４年５月
３１日現在
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（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料は、平成２３年度末時点で１１，５００，４００円の収入未済で

あったが、県営住宅家賃等不適正処理に係る家賃算定・減免処理の誤

りなどを修正の上、財務会計オンラインに反映されていなかった家賃

システム調定額を反映させた結果、事実上の収入未済額は、平成２３年

度末時点で７，８２５，２００円（６６名）であった。

滞納者や保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問等を行い納付

指導に努めた結果、４２名の滞納者から、繰越金の１９．１％、１，５１７，９００

円の納付があった。

なお、平成２４年度において１，７６８，５００円（３７名）が新たに未収となっ

たこと、及び、時効消滅（５年）により８９，０００円（１名）を不納欠損

処理したことから、平成２４年度末現在の収入未済額は７，９８６，８００円

（６０名）となっている。

なお、悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起して

いる。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納

繰越額の回収に努めたい。

２ 今後の再発防止に向け、業務の一部を他の職員に分散し、負担軽減

とダブルチェックの徹底を図るとともに、申請書・届出書全てについ

て、受付処理簿を作成し、管理職が処理状況や進捗状況を確認するこ

ととした。

また、家賃システムの端末を操作する場合、管理職の了解を得てか

ら行うよう徹底した。

３ 平成１９年度に発注した急砂第２－１号の３急傾斜地崩壊対策工事に

ついては、元請業者であるＡ社が事実上倒産したことから、平成１９年

１２月３日付けで契約を解除し、前金払還付金として、４，２１０，０００円が

保証事業会社から入金された。この額に対する利息１１５，６８８円を、元

請業者であるＡ社に請求するも、いまだ納付されていない。

同社は、経営不振により経営破綻し、社長は、平成１９年１２月末頃か

ら、商業登記を残したまま所在不明となっている。このため、商業登

記簿調査、住民票調査、臨戸、建設業界知人からの聞き取り調査など

を行い、行方を捜索しているところである。

平成２４年度の調査により所在の新たな手掛かりがつかめたが、二度

にわたり現地調査するも本人と接触できず所在地の確認には至ってい

ない。

今後とも、粘り強く調査を継続し、関係機関と連絡を取りながら、

適切な債権管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 今 治 土 木 事 務 所 平成２４年７月２３日

（監査の結果）
１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、
一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ６１６，３００ ３，５８０，４００ ４，１９６，７００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ４６０，５００ ３，７０４，８００ ４，１６５，３００

差引増減 １５５，８００ △１２４，４００ ３１，４００

（措置の内容）

１ 平成２３年度末時点で、４，１９６，７００円（４２名）の収入未済額があり、

納入促進対策として、滞納者に対し、定期的に戸別訪問などによる納

入督促を行い、滞納繰越金の約１６．１％、６７３，７００円（２６名）の納入が

あった。また、債権回収業者から管理継続不能として返却された債権

のうち、消滅時効（５年）が成立した債権６６，４００円については不納欠

損処理を行ったが、平成２４年度現年度分の収入未済額が５５０，５００円と

なったことから、平成２４年度末現在の収入未済額は、前年度に比べ１８９，６００

円減の４，００７，１００円となった。

今後とも、引き続き納入督促を行い、滞納整理を図ってまいりたい。

なお、長期滞納者については、督促状の発送、訪問、電話、呼出し

などでの催告、連帯保証人への協力依頼などにより、強力に納入指導

を実施しているが、悪質な長期滞納者に対しては、住宅の明渡しを請

求し、訴訟を提起することとしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月１１日

（監査の結果）
１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮
減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，７７８，３１９ ２，５２８，４２２ ４，３０６，７４１

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ２，２４８，３８６ １，２４０，０３６ ３，４８８，４２２

差引増減 △４７０，０６７ １，２８８，３８６ ８１８，３１９

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，１２１，８０１ ４，５０１，４７７ ５，６２３，２７８

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １，２４５，４２０ ４，５６６，０２６ ５，８１１，４４６

差引増減 △１２３，６１９ △６４，５４９ △１８８，１６８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １１６，６６２ １，５６７，７６４ １，６８４，４２６

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １６，６６６ １，６２１，２６４ １，６３７，９３０

差引増減 ９９，９９６ △５３，５００ ４６，４９６

（措置の内容）

１ 生活保護費戻入金の過年度収入未済額については、改めて催告書を

送付するとともに、家庭訪問や電話、文書などで納入指導を行った結

果、前年度からの滞納繰越額４，３０６，７４１円に対し、９００，６９８円の納入が

あったが、平成２４年度償還分１，００２，５８１円が未納となったことから、

平成２４年度末現在の収入未済額は、４，４０８，６２４円となっている。

滞納者は、生活保護を受給している者又は受給していた者で、厳し

い生活状況にはあるが、今後も、引き続き家庭訪問などにより返還指

導を行い、収入確保に努めたい。

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金については、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）に対し、制度の

十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、貸付決定時に連

帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通知を行うほか、

償還開始直前には借主に償還が始まる旨を通知し、口座振替を勧める

など、納期限内の収入確保に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し、督促状及

び催告書の送付、借主（連帯借主）又は連帯保証人への電話や訪問に

よる督促を行うとともに、連帯保証人に対しては、借主に対する返済

の働き掛けの依頼や、連帯保証人自身からの償還など、可能な範囲で

の支援を要請し、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの繰越滞納額７，３０７，７０４円に対し、６９５，２０６円

の償還（償還率９．５％）となっており、滞納者３０名中６名が完済、１１

名から一部納入を得ることができた。
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しかしながら、長引く景気低迷による借主及び連帯借主の収入の減

少や就職難、また、借主の疾病などにより、生活に困窮し償還できな

い者が多くなっており、平成２４年度収入未済額は８，３３５，７７８円（現年

度分１，７２３，２８０円、滞納繰越分６，６１２，４９８円）となっている。

この貸付金償還金は、本特別会計における貸付金の財源であること

から、今後とも、借主の生活状況に応じた適切な償還指導により、納

期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 産 業 経 済 部 平成２４年７月２０日

（監査の結果）

１ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１６年度 １者 ９７，０１６ 平成２４年５月
３１日現在

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、相手方へ

の被害並びに当該車両及び相手方の車両の毀損があり、県に多額の

損害を与えた。

（措置の内容）

１ Ｂ社の契約解除に伴う前払金余剰額に対する利息については、平成

１７年３月２３日に調定し、納入通知書を郵送したが、代表者が所在不明

のため返送された。以降も所在不明となっている。

会社及び代表者名義の土地や建物は、全て抵当権者に抵当権を行使

され、競売されたため残っていない。

会社が存続していることから、今後も、未収債権の縮減に向けた全

庁的な取組の下、愛媛県債権管理マニュアルに基づき、債権回収に努

めていきたい。

２ 職員が公用車を運転する機会が非常に多い職場であることから、平

素から職員には公務員としての高い意識を持つよう啓発に努めている

ところであるが、なお一層、機会あるごとに安全運転の徹底を促し、

交通事故防止に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 建 設 部 平成２４年７月１１日

（監査の結果）

１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ９，０５０，６００ ４６，４０８，６７０ ５５，４５９，２７０

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １０，４３０，１００ ４８，６４２，９９０ ５９，０７３，０９０

差引増減 △１，３７９，５００ △２，２３４，３２０ △３，６１３，８２０

２ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 ２者 ９０，７９６ 平成２４年５月
３１日現在

３ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ２３８，０００ 平成２４年５月
３１日現在

４ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１９年度、２１年度
及び２２年度 ３者 １００，８３２ 平成２４年５月

３１日現在

５ 道路占用料（過小徴収金に伴うもの。）について、納期限内の収入

確保に努めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ５４０ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

１ 県営住宅貸付料については、平成２３年度末時点で５５，４５９，２７０円の収

入未済額があった。滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問などを行い、納付指導に努めた結果、２６８，０９３円減少し、平成２４

年度末現在の収入未済額は、５５，１９１，１７７円となった。

今後とも、住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞

納繰越分の回収に努めたい。

２ 平成１９年度違約金の納入義務者のうちＣ社は、平成２０年３月３日に

破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、債権者集会において破

産管財人から「債権回収できたものは、管財人報酬及び抵当権者の債

権などに充当し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同６日付

けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉

鎖された。

もう一方の納入義務者であるＤ社は、平成１９年５月１７日に破産手続

開始となり、平成２１年７月２４日、最後配当６，８０４円があった後、同年

９月３日、債権者集会において破産管財人から任務終了と収支計算の

報告があった。

なお、同社は、同日に破産手続終結、同４日付けで破産手続終結の

登記がなされ、即日、商業登記簿が閉鎖された。

Ｃ社及びＤ社を債務者とする総額９０，７９６円の収入未済違約金につい

ては、平成２５年２月定例県議会で権利の放棄について議決され、同年

３月１９日に財務会計上の不納欠損処理を行った。

３ 収入未済額は、平成２４年５月末で２３８，０００円であるが、継続して毎

月納付しており、平成２５年７月１８日の納付で完済となった。

４ 平成１９年度前払金余剰額に対する利息の納入義務者であるＥ社は、

平成２０年３月３日に破産手続開始となったが、平成２１年２月４日、債

権者集会において破産管財人から「債権回収できたものは、管財人報

酬及び抵当権者の債権などに充当し、余剰なし」との説明があった。

なお、同社は、同年３月５日に破産手続廃止の決定確定、同６日付

けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿が閉

鎖された。

平成２１年度延滞利息の納入義務者であるＦ社は、契約工期内に代表

者の所在が不明となり、所在不明のまま、平成２１年９月１１日工事請負

契約を解除した。その後、平成２３年４月末、代表者の所在が判明した

ため、平成２３年５月２４日督促、平成２３年１１月１７日文書催告、平成２４年

３月１５日訪問催告、平成２４年１１月３０日及び平成２５年３月１９日に文書催

告を実施したが、債権回収には至っていない。

平成２２年度延滞利息の納入義務者であるＧ社は、平成２３年８月１１日

に破産手続開始となったが、平成２４年１月１２日、債権者集会において

破産管財人から「破産手続の費用を支弁するのに不足している。」と

の説明があった。

なお、同社は、平成２４年２月７日に破産手続廃止の決定確定、同８

日付けで破産手続廃止の決定確定の登記がなされ、即日、商業登記簿

が閉鎖された。

Ｅ社を債務者とする平成１９年度の未収債権１７，７８８円については、平

成２５年２月定例県議会で権利の放棄について議決され、同年３月１９日

に財務会計上の不納欠損処理を行った。残る２社については、今後も、

平成２３年４月に作成された愛媛県債権管理マニュアルに基づき、適切

な債権管理を行いたい。

５ 収入未済金については、配水管の適用単価誤りにより、過小徴収し

ていたもので、誤りが判明した平成２３年６月から納入義務者へ再三納

付を指導しているものの、算定誤りのミスを理由に、いまだ納入され

ていない。なお、平成２４年度に適正料金で請求して以降は、適正料金

で納入されている。
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土木使用料の算定誤りについては、平成２３年７月２２日付け「占用料

算定事務の適正化について」に基づき、占用許可事務研修会の実施、

審査マニュアルの作成などにより、再発防止に努めており、今後も納

付に向け、理解を求めていきたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月１８日
平成２４年７月１９日

（監査の結果）

１ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，６３６，５１４ ７，０５７，７５１ ８，６９４，２６５

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ８８８，４０２ ６，７７９，６８３ ７，６６８，０８５

差引増減 ７４８，１１２ ２７８，０６８ １，０２６，１８０

（地域福祉課）

２ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ４，３３２，８３９ ７，５３９，６５２ １１，８７２，４９１

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ３，６７１，９４４ ５，４７８，２５３ ９，１５０，１９７

差引増減 ６６０，８９５ ２，０６１，３９９ ２，７２２，２９４

（地域福祉課）

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ３０１，１９０ １，７９４，１６１ ２，０９５，３５１

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ２５６，６５６ １，６６５，１９６ １，９２１，８５２

差引増減 ４４，５３４ １２８，９６５ １７３，４９９

（地域福祉課）

３ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １３２，０００ ５４７，０００ ６７９，０００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １０１，０００ ５７６，０８２ ６７７，０８２

差引増減 ３１，０００ △２９，０８２ １，９１８

（八幡浜支局福祉室）

（措置の内容）

１ 平成２３年度末において、生活保護費戻入金の収入未済額が８，６９４，２６５

円であったが、納入指導を行った結果、平成２５年３月末までに４９３，８１９

円納入され、未納額は８，２００，４４６円となった。

未納者は１７名であり、うち１１名は保護を廃止、残り６名は保護中で

ある。保護を廃止した１１名のうち１名は、行方不明であることから、

随時、出身地町役場への住所地調査や近隣聞き込みにより、所在把握

に努めたい。（行方不明１名の収入未済額３３５，０００円。）

保護を廃止した残りの１０名及び保護中の６名については、継続して

返還指導してまいりたい。（廃止した当該１０名のうち大口未納者２名

については、納付指導により６，０００円の納付があり、収入未済額は５，６９６，１７２

円となった。）

なお、平成２４年度の生活保護費戻入金については、次のとおりとなっ

ている。

２４年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２５年５月３１日現在

２４年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

９，２０２，０７０円 ７，１８６，０７７円 ２，０１５，９９３円 ７８．１％

未納者１６名

２ 収入未済額の縮減を図るため、資金の貸付申請時に借主（連帯借主）

に対し、制度の十分な説明と適正な償還計画の指導を行うとともに、

貸付決定時に連帯保証人に対しても、制度の説明と償還指導の依頼通

知を行うほか、償還開始前には借主に対し、口座振替を勧めるなど、

期限内納付の促進に努めた。

また、償還が滞った場合には、借主（連帯借主）に対し督促状の送

付、電話や訪問による積極的な償還指導を行うとともに、連帯保証人

に対しては、借主に対する返済の働き掛けや可能な範囲での支援を要

請するなど、滞納額の縮減に努めた。

その結果、前年度からの滞納繰越額１３，９６７，８４２円は、平成２５年３月

３１日現在で１，５３４，９８２円の償還があり、滞納者７６名中１５名が償還済と

なったほか、３１名からは一部納入を得ることができた。

しかしながら、借主の不安定な雇用状況などから、生活困窮者、多

重債務者など依然として償還困難者が多く、平成２４年度現年度分を加

えた出納閉鎖時の償還未済額は、１８，０１４，４６７円（現年度分５，５８１，６０７

円、滞納繰越分１２，４３２，８６０円）となっている。

この貸付金償還金が、本特別会計における貸付金の財源となること

から、今後とも、借主の生活状況に応じたきめ細かな償還指導により、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に努めたい。

３ 平成２３年度末において、収入未済額が６７９，０００円あり、訪問や電話

などによる納入指導を行った結果、平成２５年３月末までに、３名から

７５，０００円納入され、未納額は６０４，０００円となった。

未納者は５名であり、うち１名は保護中である。

引き続き、未納者に対し粘り強く適切な返還指導を行い、期限内の

収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に努めてまいりたい。

なお、平成２４年度の現年度分生活保護費戻入金については、次のと

おりとなっている。

２４年度生活保護費戻入金収入状況表

平成２５年５月３１日現在

２４年度調定額 収入済額 収入未済額 収入歩合

３，７２４，４２０円 ３，５６４，４５５円 １５９，９６５円 ９５．７％

未納者３名

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 建 設 部 平成２４年７月１８日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ７９４，２００ １，３６８，６００ ２，１６２，８００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ８５２，６００ １，４１８，６００ ２，２７１，２００

差引増減 △５８，４００ △５０，０００ △１０８，４００
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�愛媛県労働委員会告示第３号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

平成２５年９月１０日

愛媛県労働委員会

会 長 山 下 泰 史

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

（措置の内容）

平成２３年度末現在の県営住宅貸付料収入未済額２，１６２，８００円（２２名）

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、

訪問などを行い納付指導に努めた結果、平成２４年度中に、８２５，８００円

の納付があった。（内訳：平成２３年度分７９４，２００円［完納］、滞納繰

越分３１，６００円）

また、時効が完成した平成１８年度滞納家賃分３１，２００円について、平

成２５年３月に不納欠損処理を行った。

この結果、平成２３年度に係る収入未済額は、平成２５年５月末現在で

滞納繰越分１，３０５，８００円となり、このうち１，２８１，６００円（２名）につい

ては、退去者に係るものであるため、債権回収業者に集金代行業務を

委託していたが、最終入金日から１年を超えた債権は「事件性・紛争

性のある債権」として、債権回収会社業界方針から返却されることと

なったため、現在は南予地方局管理下に置いて管理し、督促など実施

している。

なお、残り２４，２００円（１名）については入居中滞納者であるが、督

促状の送付、訪問などにより納付指導しているところである。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 大 洲 土 木 事 務 所 平成２４年７月１９日

（監査の結果）

１ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

２０年度 １者 ４６，７２５ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

１ 一般債権として請求していたが、一般債権への配当が見込めなくなっ

たことから、平成２２年１２月１日に担当弁護士から破産手続廃止の申立

が行われ、同年１２月１６日に破産手続廃止が決定、平成２３年１月２１日に

確定した。

今後は、法律上の消滅時効期間の完了する平成２６年１月２２日以降に、

債務者からの時効援用の申立を待つか、議会による権利放棄の議決に

よる不納欠損の処理を行うこととなる。

労働委員会告示

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

山 下 泰 史 愛媛県労働委員会会長
弁護士 ３４～４１期 平成２５年８月２９日

田 口 光 伸 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４０～４１期 〃

青 山 保 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ３６～４１期 〃

村 田 毅 之 愛媛県労働委員会委員
松山大学法学部長

３５期
３９～４１期 〃

戸 澤 健 次 愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ４０～４１期 〃

木 原 忠 幸 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛会長 ３６～４１期 〃

田 中 圭 子 愛媛県労働委員会委員
ＪＡＭ四国愛媛地区協議会副事務局長 ３８～４１期 〃

砂 田 篤 志 愛媛県労働委員会委員
瀬戸内運輸労働組合執行委員長 ４０～４１期 〃

若 宮 強 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・自治労愛媛県本部執行委員長 ４０～４１期 〃

筒 井 克 巳 愛媛県労働委員会委員
連合愛媛副会長・ＵＡゼンセン愛媛県支部長 ４１期 〃

仙 波 誉 子 愛媛県労働委員会委員
株式会社岩本商会代表取締役社長 ３７～４１期 〃

黒 田 周 子 愛媛県労働委員会委員
今治コミュニティ放送株式会社代表取締役社長 ３８～４１期 〃

山 下 精一郎 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ３９～４１期 〃
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�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２５年８月２８日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２５年９月１０日

愛媛県収用委員会

会長 市 川 武 志

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道５６号改築工事（宇和島道路・愛媛県宇和島市津島町近家及び同市津島町高田地内）

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県宇
和島市津
島町高田

丁１８５番４ 墓地 墓地 ７８ ７８．８８ ７８．８８ 別記のとおり ─── ─── ──────

別記

� 土地所有者が、登記簿表題部所有者 西本ヤス に確定した場合

持 分 住 所 氏 名

― 不明 西 本 ヤ ス

� 土地所有者が、亡 西本ヤス 法定相続人 に確定した場合

持 分 住 所 氏 名

１／４ 愛媛県宇和島市津島町下畑地甲１９４３番地 毛 利 満

１／８ 愛媛県伊予郡松前町大字筒井６６５番地９ 鎌 田 眞由美

１／８ 福岡県久留米市宮ノ陣５丁目２０番３７号 ピースフルⅤⅡ２０５号 玉 井 浩 之

１／８ １０５ Shipley Ave Daly City，CA．９４０１５－２７１９ U.S.A Sumiko . M.
Baut ista（※）

１／１６ 神奈川県横浜市磯子区洋光台六丁目２３番１号 毛 利 雅 子

１／３２ 神奈川県横浜市磯子区洋光台六丁目２３番１号 毛 利 彩 子

１／３２ 神奈川県横浜市磯子区洋光台六丁目７番１１号 ライフピア塩沢２０５号 毛 利 英 雄

１／８ 神奈川県綾瀬市寺尾北１丁目４番５７号 播磨谷 千鶴子

伊勢家 勝 正 愛媛県労働委員会委員
株式会社伊勢屋商店代表取締役社長 ４０～４１期 〃

山 岸 俊 之 愛媛県労働委員会委員
住友重機械工業株式会社愛媛製造所長代理 ４１期 〃

大 西 篤 愛媛県労働委員会事務局長 ― 平成２４年４月１日

門 田 正 文 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 〃

谷 本 克 彦 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 平成２５年４月１日

雑 報
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６８９



１／８ 不明（ただし、住民票の住所 埼玉県坂戸市西坂戸三丁目２６番２５号） 毛 利 啓

※ 日本国における氏名 毛利 壽美子

平成２５年９月１０日 発行
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